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周防大島町陸上競技場及び周防大島町総合体育館 

指定管理者募集要項 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、周防大島町公の施設に係る指定管理者の指定手続等

に関する条例（平成１７年条例第２０号。以下「指定手続条例」という。）及び周防大島町公の

施設における指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成１７年規則第１７号。以下「施

行規則」という。）に基づき、公の施設である以下の施設の管理運営を指定管理者に行わせるた

め、下記のとおり指定管理者の募集を行います。 

なお、周防大島町陸上競技場と周防大島町総合体育館は、現在、一体管理運営されていること

から、このたびの募集に当たっても、同様に取り扱います。 

 

記 

１  施設の概要 

(1) 名称及び所在地 

① 周防大島町陸上競技場  山口県大島郡周防大島町大字西方1958-77 

② 周防大島町総合体育館  山口県大島郡周防大島町大字西方1958-77 

※ 以下、施設名に係る「周防大島町」は省略して表記する。 

(2) 施設概要 

① 陸上競技場 

竣工年月    平成７年９月 

施設内容    敷地面積 71,039㎡ 

全天候型陸上競技場 

1周400ｍ ６コース 直走距離115ｍ ８コース 

円盤投、砲丸投、棒高跳、走り高跳、走り幅跳、三段跳、3000m障害、 

ジョギングコース485ｍ、サッカー場105ｍ×68ｍ 

メインスタンド 

鉄骨造 2階建 

建築面積 229.57㎡ 

床面積 2 階 183.24㎡ 

１階 211.81㎡ 

延床面積  395.05㎡ 

事務室、役員室、記録室、医務室、更衣室、器具庫 

芝生スタンド 

延長410ｍ、面積2,450㎡、聖火台、掲揚柱3本 

収容人員 

メインスタンド275人、芝生スタンドに約2,000人 

その他の施設 

駐車場  管理棟前 122台（左側68台、右側54台） 西側約200台 

公衆便所 
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  ② 総合体育館 

竣工年月    平成９ 年１２月 

施設内容    鉄骨造 建物面積 2,886.968㎡ 

延床面積 3194.66㎡ 

階数   地上2階地下0階 

収容人員 3,327人 

駐車場   65台 

アリーナ  1,473.904㎡ 

バレーボールコート3面 

バスケットボールコート1面 

バトミントンコート6面 

ソフトテニスコート1面 

柔剣道場4面 

その他詳細は、別添「施設平面図等」のとおり。 

 

２  申請の資格（指定手続条例第２条第５号及び施行規則第３条並びに第４条第２項） 

 (1) 応募資格 

法人その他の団体（以下「団体」という。）とします。 

(2) 共同して行う申請 

複数の団体で共同して申請する場合には、複数の団体が共同して構成する団体（以下「共

同企業体」という。）として組織し、代表となる団体により申請してください。なお、共同

企業体の構成団体となった場合には、別に単独で申請を行うことはできません。また、その

他複数の共同企業体の構成団体となることもできません。 

(3) 欠格条項 

申請しようとする団体は、申請資格に関する申立書を提出してください。（施行規則第４

条第２項に規定する様式第２号） 

団体又は代表者が次の者に該当する場合は、申請資格を有しないものとする、いわゆる欠

格条項は次のとおりとします。 

ア 法律行為を行う能力を有しない者 

イ 破産者で復権を得ない者 

ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項を準用す

る場合も含む。）の規定により本町における一般競争入札等の参加を制限されている者 

エ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある者 

オ 指定管理者の指定を管理の委託とみなした場合に、地方自治法第９２条の２、第１４

２条（同条を準用する場合を含む。）または第１８０条の５第６項の規定に該当する者 

カ 本町における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者、または

公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

キ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条第

６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

ク 国税及び地方税を滞納している者 
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３ 指定の申請（指定手続条例第３条及び施行規則第４条関係） 

(1) 指定の申請（指定手続条例第３条） 

指定管理者の指定を受けようとする団体は、申請書に次に掲げる書類を添えて、申請期間

内に町長等に提出してください。なお、指定手続条例第３条に規定する指定申請は、施行規

則第４条第１項に規定する様式第１号により行うものとします。 

ア 申請資格を有していることを証する書類 

イ 管理を行う公の施設の事業計画書 

ウ 管理に係る収支計画書 

エ 当該団体の経営状況を説明する書類 

オ その他町長等が別に定める書類 

(2) 申請資格を有していることを証する書類（指定手続条例第３条第１号及び施行規則第４条第２項） 

指定手続条例第３条第１号に規定する申請資格を有していることを証する書類は、申請資

格に関する申立書（施行規則第４条第２号に規定する様式第２号）のほか、次に掲げるとお

りとします。 

ア 法人にあっては、定款または寄附行為の写し及び登記簿謄本 

イ 非法人にあっては、代表者の身分証明書、会則及び構成員名簿 

ウ 納税証明書・・・（写しでも可） 

・国税 

法 人…法人税、消費税・地方消費税  

非法人…代表者の所得税、消費税・地方消費税 

・県税 

法 人…法人県民税、法人事業税、不動産取得税、自動車税 

非法人…代表者の個人事業税、不動産取得税、自動車税 

・町税 

法 人…町県民税・特別徴収、固定資産税、軽自動車税、法人町民税 

非法人…代表者の町県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税 

※証明内容は滞納がないことを証する証明書 

※証明書申請の際には、窓口担当者へ指定管理者指定申請に使用する旨をお申し出下

さい。 

(3) 管理を行う公の施設の事業計画書（指定手続条例第３条第２号及び施行規則第４条第３項） 

条例第３条第２号に規定する事業計画書は、施行規則第４条第３項に規定する様式第３号

により行うものとします。 

なお、指定期間内の各年度分の事業計画書を作成すること。 

(4) 管理に係る収支計画書（指定手続条例第３条第３号及び施行規則第４条第４項） 

指定手続条例第３条第３号に規定する収支計画書は、施行規則第４条第４項に規定する様

式第４号により行うものとします。 

なお、指定期間内の各年度分及び合計の収支計画書を作成すること。 

(5) 当該団体の経営状況を説明する書類（指定手続条例第３条第４号及び施行規則第４条第５項） 

条例第３条第４号に規定する経営状況を説明する書類は、次に掲げるとおりとします。 
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ア 当該団体の過去３年分の事業年度の収支（損益）計算書、貸借対照表及び財産目録

またはこれらに相当する書類（税務申告内容と相違ないもの） 

イ 当該団体の現事業年度若しくは翌事業年度の収支予算書またはこれらに相当する 

書類 

(6) その他町長等が別に定める書類（指定手続条例第３条第５号） 

指定手続条例第３条第５号のその他町長が別に定める書類は、次のとおりとします。 

ア 団体の活動内容等を記載した書類 

団体の定款または寄附行為、事業報告書、役員名簿及び組織に関する事項について記

載した書類など。 

なお、これらの書類は、申請資格を有していることを証する書類として使用すること

も可能です。 

イ キッチンカー、物産販売等に係る町内仕入れ予定額を記載した書類 

実績のある団体の場合には、当該予定額のほか実績仕入額を併せて記載すること。 

ウ 町内雇用予定人数を記載した書類 

実績のある団体の場合には、当該予定人数のほか実績雇用人数を併せて記載すること。 

 

４ 選定基準 

(1) 利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるものであること。 

（指定手続条例第４条第１号） 

地方自治法第２４４条第３項の規定から導き出される基準です。なお、「平等な利用の確

保」とは、個々具体的に判断するほかありませんが、一般的には、公の施設の利用に当たり、

信条、性別、社会的身分、年齢等により合理的な理由なく利用を制限しあるいは使用料を減

免する等は、平等な利用の確保の侵害に該当します。 

(2) 公の施設の効用を最大限に発揮するものであること。（指定手続条例第４条第２号） 

具体的には、管理業務の計画書の内容が、施設の設置目的の達成により有効なものである

か、施設の性質・業務の内容に合致したものであるか等について判断します。 

(3) 公の施設の適切な維持及び管理並びに管理に係る経費の縮減が図られるものであること。

（指定手続条例第４条第３号） 

選定に当たっては、指定管理者に対して本町が支払うべき管理費用の基準となる額（以下

｢基準管理費用｣という。）をあらかじめ定めておき、基準管理費用を超える額の支出が必要

となる団体は不選定とします。 

(4) 公の施設の管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及び能力を有しており、

又は確保できる見込があること。（指定手続条例第４条第４号） 

理想的な内容の提案をした団体であっても、指定期間中に安定した施設の管理を行うこと

のできる物的・人的な規模及び能力を有しないと認められる団体を指定管理者に指定しませ

んが、申請のときに十分な規模等を有していない団体であっても、本町から管理費用等を収

受できるなどその後に十分な規模等を得ることが確実と認められる団体は、この選定基準を

満たしているものとします。 
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なお、当該規模等の認定に当たっては、団体の経営状況を説明する書類、団体の活動内容

等を記載した書類等に基づき、申請者の経営状況、申請者が過去に行った事業又は現在行っ

ている事業の内容、代表者又は他の構成員の経歴・資格、代行させる管理業務の具体的内容

又は難易度などから客観的に判断します。 

(5) その他町長等が別に定める事項（指定手続条例第４条第５号） 

ア キッチンカー、物産販売等に係る町内仕入れ予定額 

イ 町内雇用予定人数 

ウ 事務所の所在地に関する事項 

エ その他、施設の性質・目的に応じ施設の管理運営を行うに当たって不可欠の事項 

 

５  管理の基準 

(1) 指定管理者の行う管理業務の内容は、周防大島町陸上競技場設置及び管理に関する条例

（平成１６年条例第８９号）、周防大島町総合体育館設置条例（平成１６年条例第９２号）

及び前記各条例の施行規則に定めるとおりとし、詳細については｢周防大島町陸上競技場及

び周防大島町総合体育館等指定管理者業務仕様書｣（以下｢仕様書｣といいます。）のとおり

とします。 

(2) 周防大島町個人情報保護条例の適用について 

指定管理者には、周防大島町個人情報保護条例（平成１７年条例第６号）の規定により、

施設の管理を行うに当たって保有する個人情報の取扱いに関しては、町と同等の責務（収

集の制限、利用及び提供の制限、電子計算機処理の制限、電子計算機結合の制限等）が課

せられます。 

(3) 情報公開について 

情報公開において、指定管理者は町と締結する協定に基づき、町から管理業務の履行に

関する文書等の提出要求があった場合は、これに応じなければなりません。 

その上で、町は指定管理者から提出のあった文書について、周防大島町情報公開条例（平

成 16年条例第 11 号）の規定に則り、開示・非開示を決定するものとします。 

(4) 周防大島町行政手続条例の適用について 

指定管理者は周防大島町行政手続条例（平成１６年条例第１２号）第２条第４号の「行

政庁」に該当するため、使用承認等は同条例の定めに従って行うこととなります。 

(5) その他 

ア 管理業務を行うに当たっては関係法令、条例、規則等の規定を遵守してください。 

イ 指定管理者は、施設の管理運営に関する業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わ

せてはなりません。ただし、清掃、警備等の管理運営業務の目的を損なわない業務につ

いてはこの限りではありません。 

なお、委託を行う場合は、軽微なものを除き、町長の承認が必要となります。 

ウ 管理業務を行うに当たり、再委託、物品の調達等を行う場合は、町内の企業等の積極

的な活用に努めてください。 

エ 管理業務を行うに当たり、職員の雇用、再委託、物品の調達等を行う場合は、障害者

の雇用など福祉施策への取組みに努めてください。 
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オ 電気料金及び自家用電気工作物保安管理業務委託料について、町は白木公有地内全体

の受益者としてそれぞれ一括して契約しています。電気料金については、施設毎に取り

付けた個別メーターにより算定した額を、自家用電気工作物保安管理業務委託料につい

ては、施設毎に町が決めた按分率を乗じた額を、それぞれ町へ納入していただくことに

なります。（按分率：陸上競技場 130/410、総合体育館：130/410） 

 

６ 業務内容 

指定管理者の行う主な業務は下記のとおりとし、業務の詳細は、別紙「仕様書」のとおりと

します。 

(1) 施設の事業実施に関する業務 

(2) 施設の使用承認等に関する業務 

(3) 施設の維持管理に関する業務 

(4) 管理業務に付随する業務 

 

７ 利用料金に関する事項 

(1) 利用料金制度 

陸上競技場、総合体育館においては、地方自治法第２４４条の２第８項に定める利用料金

制度を採用します。そのため利用者（指定管理者を含む。）が支払う利用料金は指定管理者

の収入となります。 

利用料金の額については、周防大島町が条例で定める額の範囲内で、指定管理者があらか

じめ教育委員会の承認を得て定めるものとします。 

(2) 減免・還付 

指定管理者は、利用料金を減額、免除及び還付することができます。減額、減免及び還

付は、関係条例、規則の定めるところにより行うこととします。 

収支計画書における利用料金収入の見積りに当たっては、減免額実績等を考慮し見込ん

でください。 

 

なお、令和６年度における、使用料実績額は下記のとおりです。 

（参考）令和６年度使用料実績額 

陸上競技場        １，６５７千円 

総合体育館          ６００千円 

 (3) 前受金の引継ぎについて 

指定期間の満了日後の使用に係る利用料金を事前に収受する場合は、その利用料金に相

当する金額を新たな指定管理者又は町に引き継ぐこととします。 
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８ 管理運営に要する経費 

(1) 管理経費の支払について 

施設の管理運営に関する一切の費用（指定管理者の交代に伴う引継ぎ、研修等の実施を

含む。）は、利用料金その他の収入及び町が支払う指定管理料をもって充てるものとしま

す。 

周防大島町が支払う指定管理料の基準となる額は、指定期間５年間で総額９８，０６５

千円（消費税及び地方消費税を含む。）以内とします。支払方法については、四半期毎に

概算払にて支払うこととします。（詳細については協議により協定で定めます。）また、施

設の改修工事の影響により、陸上競技場並びに総合体育館の使用料が減少した際には、協

議を行うものとします。 

(2) 修繕・改修等 

ア 管理施設の大規模な修繕、改造、増築等に係る費用については、町の負担とし、小規模

な修繕に係る費用については、指定管理者の負担とします。 

イ 小規模な修繕については、原則として、年間５５万円（消費税及び地方消費税を含む。）

までは、指定管理料の中で実施するものとします。なお、年間の修繕実績額が５５万円以

下の場合には、指定管理者は、その残額を翌年度の修繕費予算に繰り越して計上するもの

とします。 

ウ 修繕等により生じた更新施設等は、すべて町に帰属するものとします。 

(3) 備 品 

ア 町が備え付ける備品は、仕様書（別表２）で定めるとおりとし、指定管理者に無償で貸

与します。また、経年劣化等による備品の更新に係る費用は町が負担し、指定管理者の責

任により滅失し、または毀損した備品の補充については、指定管理者が負担することとし

ます。 

なお、指定管理者の負担により備品を補充した場合についても、その備品は町に帰属す

るものとします。 

イ 仕様書に記載されている備品以外の物品で指定管理者が必要とするものは、指定管理者

の負担で調達することができます。調達した物品については、指定管理者に帰属するもの

とします。調達した物品（車輌等）の維持管理経費については、指定管理料の中から支出

することはできません。 

(4) 事故・火災等 

ア 施設そのものの欠陥や地震等の天災により事故・火災等が発生した場合は、当該事故等

の処理に要する費用については、町の負担とします。 

イ 指定管理者の故意または過失により、町または第三者に損害を与えた場合は、その賠償

費用は、指定管理者の負担とします。 

なお、指定管理者においては、上記アを参考に町が必要と認める損害賠償責任保険に加

入していただきます。 

ウ 原則として、指定管理者に帰責性がある場合の第三者への賠償に備えるため、指定管理

者において、損害賠償責任保険に加入していただきます。 

  ただし、町では施設での事故等にそなえ、次の保険に加入しており、指定管理者が当該

保険の補償内容で十分と判断した場合においては、加入の必要はありません。 
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[町が加入する保険の補償内容] 

 全国町村会総合賠償補償保険制度 

  支払限度額 身体賠償 １名につき      ２億円 

             １事故につき    ２０億円 

        財物賠償 １事故につき     １億円 

 ※指定管理者の賠償すべき額が当該保険の支払限度額を超える場合は、指定管理者の自己

負担となります。また、支払限度額の範囲内であっても、事案により、指定管理者に自己

負担が生じる場合もあります。 

(5) 自主事業について 

指定管理者は、当該施設の設置目的に則した範囲内で自主事業を実施することができま

す。この場合、指定管理者の管理運営に係る業務の会計とは区分して経理を行ってくださ

い。 

(6) 税について 

指定管理者は、会社等の法人に係る町民税、指定管理者が設置した償却資産に係る固定

資産税等の納税義務者となる場合があります。詳しくは、会社等の法人に係る町民税及び

償却資産に係る固定資産税については町税務課にお問い合わせください。 

なお、国税については税務署に、県税については県税事務所にお問合せください。 

 (7) その他の事項については、別に締結する協定に定めるところによります。 

※ 責任分担表 

指定管理者と町の責任分担については、次のとおりです。 

項     目 指定管理者 周防大島町 

施設（建物・工作物・機械設備等）の保守点検 ○  

施設の維持管理 ○  

施設の修繕（※） ○  

安全衛生管理 ○  

利用料金（施設・附属設備等）の収受 ○  

施設の災害共済への加入  ○ 

施設の賠償責任保険への加入 ○  

※ 大規模修繕は、町と協議することとします。 

この表に定める事項で疑義がある場合又はこの表に定めのないものについては、町と指定

管理者が協議のうえ決定するものとします。 

※ 事情の変更に伴う新たな経費の負担（リスク分担表） 

物価変動その他の事情の変更に伴い、新たな経費を要することとなったときは、原則とし

て次の負担区分に応じて、町又は指定管理者がその経費を負担することとします。 
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項  目 
負担区分 

備   考 
指定管理者 周防大島町 

①物価変動 ○  人件費、物品費等の物価変動に伴う経費の増 

②金利変動 ○  金利の変動に伴う経費の増 

③周辺地域・住民及

び施設利用者への

対応 

○  地域との協調 

○  
管理運営の内容に対する住民及び施設利用

者からの反対、要望等への対応 

 ○ 上記以外 

④法令の変更 ○ ○  

⑤税制の変更 ○ ○  

⑥議会・行政的理由

による事業変更 

○ ○ 

町議会での方針転換または行政的理由から、

管理運営業務の継続に支障が生じた場合ま

たは業務内容の変更を余儀なくされた場合

の経費及びその維持管理費における当該事

情による増加経費 

⑦施設・設備・備品

の損傷 

○  指定管理者の故意又は過失によるもの 

 ○ 設計・構造上の原因によるもの 

○  

経年劣化、第三者の行為から生じたもののう

ち相手方が特定できないもの等で、修繕に係

る費用が年間５５万円以下の小規模なもの 

 ○ 

経年劣化、第三者の行為から生じたもののう

ち相手方が特定できないもの等で、上記以外

のもの 

⑧備品の新設、増設

又は取替 
○ ○ 

 

⑨セキュリティ 
○  

警備不備による情報漏えい、犯罪発生等 

⑩事業終了時の費用 
○  

管理運営業務の期間が終了した場合におけ

る事業者の撤収費用 

○  
指定の取消し又は業務停止により生ずる経

費 

⑪防火管理者の選定 
○  

防火管理者の選定について必要な経費 

この表に定める事項で疑義がある場合またはこの表に定めのないものについては、町と指

定管理者が協議のうえ決定するものとします。 

 

９ 指定期間 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までとします。 
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10 申込方法・スケジュール 

(1) 募集要項の配布 

ア 配布期間：令和７年９月４日(木)から令和７年 10月６日(月)まで（土日祝日を除く。） 

※町のホームページにも掲載しております。（https://www.town.suo-oshima.lg.jp/） 

イ 配布場所：周防大島町大字平野269-44 東和総合センター内 

周防大島町教育委員会 社会教育課 

(2) 事前説明会 

ア 日時：令和７年９月 24日（水）１４時００分から 

イ 場所：周防大島町東和総合センター 

※ 参加人数は、各団体で２名以内とします。参加希望者は、事前に電話等により、社会教

育課まで連絡してください。 

(3) 質問の受付及び回答 

ア 受付期間：令和７年９月８日（月）から令和７年９月 16日（火）１６時００分まで 

質問書（様式任意）に要旨を簡潔にまとめ、持参、郵送、電子メールまたは FAXにより、

社会教育課まで送付してください。 

イ 回答 

令和７年９月 24 日（水）までに、質問者のほか申請された全ての団体あてに、電子メ

ールまたはＦＡＸにより回答します。また、質問の要旨及び回答は、町のホームページ（ア

ドレスは(1)参照）に掲載するとともに、令和７年 10月６日（月）まで社会教育課におい

て、閲覧することができます。 

なお、質問に対する回答は、本募集要項を補足するものとします。 

(4) 申込み 

ア 申込期間：令和７年９月４日（木）から令和７年 10月６日（月）まで 

    ９時００分から１６時００分まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

申込書類は、必ず持参により社会教育課に提出してください。郵送による受付はいたし

ません。 

イ 提出部数：１０部 

(5) お問い合わせ・申込書類の提出先 

〒７４２－２５１２ 周防大島町大字平野２６９－４４ 東和総合センター内 

周防大島町教育委員会 社会教育課  担当：今村・西本 

TEL 0820-78-2205  FAX 0820-78-5067 

電子メールアドレス： syakai@town.suo-oshima.lg.jp 

 

11 指定管理者候補者の選定及び指定 

(1) 選定方法 

町が設置する指定管理者選定委員会において、申込資格を有する申込者のうちから、選定

基準に照らして最も適当と認める団体を指定管理者候補者として選定します。選定に当たり、

令和７年１０月中に選定委員会による面接等を予定しています。 

なお、審査の結果、候補者なしとする場合もあります。 

 

https://www.town.suo-oshima.lg.jp/
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(2) 選定結果のお知らせ 

選定の結果については、令和７年１２月上旬までに申込者全員に文書で通知します。また、

令和８年１月上旬までに町のホームページに選定結果の概要を掲載し、公表します。 

なお、選定結果については、行政不服審査法に基づく異議申立てまたは行政事件訴訟法に

基づく訴えの提起をすることができません。 

(3) 指定管理者の指定 

指定管理者候補者として選定された団体は、令和７年１２月に招集予定の令和７年１２月

定例町議会における議決を経て指定管理者として指定される予定です。ただし、議決を経る

までの間に、指定管理者候補者を指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事

情が生じた場合は、指定管理者候補者としての資格を取り消すことがあります。 

また、指定管理者の指定を受けられないことにおいて生じる一切の損害の賠償等に関する

請求はできないものとします。 

(4) 指定の取消し等 

周防大島町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第１１条の規定により、

次に該当する場合は指定管理者の指定を取り消し、または期間を定めて管理業務の全部若し

くは一部の停止を命ずることがあります。なお、この場合において指定管理者に損害が生じ

ても、町はその賠償の責めを負いません。 

  ア 本施設の管理の適正を期するために町が指定管理者に対して行う指示に従わないとき 

  イ その他指定管理者の責めに帰すべき事由により管理を継続することが適当でないと認

めるとき 

その他、指定の取消し及び管理業務の停止に伴う指定管理料の返還や違約金に関する事

項等については、協定により定めます。 

 

12 協定の締結 

(1) 協定の締結 

指定管理者の指定を行う際には、管理に関する細目的事項、町が支払うべき管理費用の

額等を定めるため、町との間で協定を締結することになります。  

(2) 協定で定める事項 

ア 指定期間に関する事項 

イ 業務の範囲及び実施条件に関する事項 

ウ 業務の実施に関する基本的事項 

エ 備品等の扱い 

オ 事業計画に関する事項 

カ 利用料金に関する事項 

キ 減免の取り扱いに関する事項 

ク 事業報告及び業務報告に関する事項 

ケ 指定管理料に関する事項 

コ リスクの管理・責任分担に関する事項 
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サ 損害賠償及び不可抗力時の費用負担等に関する事項 

シ 指定の取り消し及び管理業務の停止に関する事項 

ス 指定期間が満了した場合の業務の引継ぎ等に関する事項 

セ その他町長が必要と認める事項 

 

13 参考資料 

(1) 周防大島町陸上競技場及び周防大島町総合体育館等指定管理者業務仕様書等 

(2) 施設平面図 

 (3) 審査表 

 (4) 過去５年間の収入経費一覧表 

 

14 町関係例規一覧 

(1) 周防大島町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

(2) 周防大島町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

(3) 周防大島町陸上競技場設置及び管理に関する条例 

(4) 周防大島町陸上競技場設置及び管理に関する条例施行規則 

(5) 周防大島町総合体育館設置条例 

(6) 周防大島町総合体育館設置条例施行規則 

(7) 周防大島町個人情報の保護に関する法律施行条例 

(8) 周防大島町情報公開条例 

(9) 周防大島町行政手続条例 

 

15 その他 

(1) 申込みの撤回・申込書類の修正はできません。（軽微な修正を除く。） 

(2) 申込書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

(3) 申込者が本件の応募に関し、周防大島町指定管理者選定委員会の委員その他本件選定手

続の関係職員に対して個人的に接触することを禁じます。接触の事実が認められた場合は、

失格とする場合があります。 

(4) 町が指定管理者の選定に当たり必要と認めるときは、追加書類の提出を求める場合があ

ります。 

(5) 申込書類は、理由の如何にかかわらず返却いたしません。 

(6) 申込書類の著作権は申込者に帰属しますが、町が指定管理者の選定の公表等に必要な場

合には、町は申込書類の著作権を無償で使用できることとします。 

(7) 申込書類は、周防大島町情報公開条例に定めるところにより、公開される場合がありま

す。 

(8) 申込後に辞退する場合は、辞退届（様式任意）を提出してください。 

(9) 申込みに係る経費は、すべて申込者の負担とします。 


